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「法と経済学」に関する法政策学的再検討
―?定期借家権創設論争の分析を中心に―?




























































































































































































































































































































































































































































































































? アメリカ不動産カウンセラー協会編『Real Estate Analyses：意思決定のプロセス』（清
文社、1995）14頁以下。
この過程の調査・分析は通常、事業化可能性調査またはフィージビリティ・スタディ
（Feasibility Study）と呼ばれ、事業計画作成段階においては一般的なプロセスとなってい
る。
? 旧・建設省発行が建設白書であり、旧・国土庁発行が土地白書である。
? 定期借家権の問題点を指摘した主要な論文としては以下のものがある。
・内田勝一「借地借家法制」『ジュリスト』1073号123頁以下（1995）
・澤野順彦「定期借家権構想の問題点」『NBL』585号11頁以下（1996）
・鈴木禄弥「いわゆる定期借家権構想について（上）（下）」『NBL』586号６頁以下、587
号25頁以下（1996）
? 森本信明「大都市圏における民間賃貸住宅の位置と家賃問題」『都市住宅学』４号３頁以下
（1993）に端を発したもので、ファミリー向け賃貸住宅の家賃水準における借地借家法の影
響分析を大きく前進させたといえる。関係する論文は数多いが、議論の経過は、前掲?森
本（1994）、前掲?岩田（1994）などに詳しい。
? 最も明確に論じたものとして、以下のものがある。
八田達夫・赤井伸郎「借地借家法と家賃：計量経済分析」『都市住宅学』11号153頁以下
（1995）
? 前掲?森本（1993）８頁。
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? 富士総合研究所・経営情報部編『アパート・賃貸マンションの開業と留意点』（1993）３頁。
年収に占める家賃の比率は当然、若年者ほど高くなるため、単身者向け賃貸住宅の場合は
30～35％を基準とすることが多い。
? 建設省『建設白書：平成６年版』226頁。データは総務庁『貯蓄動向調査』による。
? 国土庁『土地白書：平成７年版』141頁。実際に３DKに入居している世帯における家賃比
率は33％程度となっている。これは前掲?における平均世帯年収が持家層によって、押し
上げられているためと推測される。
? 金本良嗣「日本・ドイツ・アメリカの住宅事情」『住宅土地経済』９号18頁（1993）以下。
金本教授は「なぜ日本だけでファミリー向けの賃貸住宅市場が成立していないのかは興味
ある問題」と言われている。また「日米独の住宅市場には多くの相違点があり、しかもそ
れらの方向性はさまざまであり、これらの相違がどういう要因によって発生しているのか
を説明することは今後に残された興味ある課題である」と指摘している。
? 前掲?森本（1994）65頁。
? 前掲?富士総合研究所（1993）８頁。
? 前掲⑶福井（1995）23頁。
? 前掲?岩田（1994）54頁以下において、明確に示されている。
? 前掲?参照。
? 当時の旧・富士銀行「住宅ローンにおける年間返済基準」。この基準は全銀協にて合意され
ているものであり、ほぼすべての金融機関において同一の基準で運用されているものと思
料される。年収400万円以上の場合は40％以内とされているが、実質的な融資実行時にお
いては35％前後が基準とされている。
? 前掲?岩田（1994）54頁。
? 住宅取得時に不動産取得税、登記費用などが必要となるが、これらは賃貸住宅の敷金のよ
うに返還されない費用のため、短期間に市場間の移動を繰り返すことは結果として移動コ
ストを高めてしまうと考えられるため。
? 持家という居住形態の場合、わが国においては金融的な信用力をはじめ、各種の社会的な
信用力が付与されるという実状がある。
? 前掲?鈴木（1996）586号12頁。
? 前掲?内田（1995）125頁。
? 平井宜雄『法政策学・第二版』（有斐閣、1995）62、119頁。
? 前掲?鈴木（1996）586号11頁。
? 前掲?平井（1995）119、136頁。
? 稲本洋之助・澤野順彦編『コンメンタール借地借家法』（日本評論社、1993）316頁。
? 前掲?澤野（1996）12頁以下。
? 前掲?鈴木（1996）586号13頁。
? 前掲?岩田（1994）48頁。岩田教授は「経済学の実験室的接近法」と表現されている。
? 古典的な分析モデルにおける与件は何人においても理解・共感されうる与件であって、そ
れゆえ、そこから導き出される知見が多大な説得力を持つものになったと思われる。
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? 前掲?鈴木（1996）586号13頁。
? 『日本経済新聞』（96.3.12）５頁。分譲住宅の空き家も含めると、95年12月時点で八千戸
に達している。
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